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１．介護予防・日常生活支援総合事業

(以下、総合事業という)の方針等について
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　１．総合事業導入の背景(1)

　【地域包括ケアシステムの構築】

　　●団塊の世代が75歳以上となる2,025年(平成37年)を目途に、介護等が必要に

　　　 なっても、住み慣れた地域で自分らしい生活を送ることができるよう、地域包括

　　　 ケアシステムの構築を目指します。
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　１．総合事業導入の背景(2)

　　 総合事業の実施にあたっては、既存の介護サービスだけでなく、地域の人材

　　活用が重要です。

　　　 60歳代・70歳代をはじめとした高齢者の多くは、元気で自立しており、地域で

　　社会参加できる機会を増やしていくことが高齢者の介護予防にもつながります。

　　　 

        できる限り多くの高齢者が、地域で支援を必要とする高齢者の支え手として

　　活動することにより、地域づくりを推進することができます。

 新宮市では…

　2025年　1.4人
　2050年　1.03人

 支えられる側から
　支える側へ!!
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　【新宮市における地域包括ケアシステムの目標】
　　
　　１．健康寿命の延伸と社会参加の促進
　　２．介護予防の推進と多様な生活支援サービスの
　　　　確保
　　３．医療・介護・福祉の連携と在宅医療・介護の
　　　　充実

　　　　上記目標に沿って、総合事業を推進していきます。

　　　　高齢化社会を支えていくために、総合事業に基づく介護予防や 

     生活支援のサービスの充実に取り組んでいきます。

　１．総合事業導入の背景（３）
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　２．新宮市における総合事業の構成（１） (厚生労働省資料を一部改変)

  介護給付　(要介護１～５)   介護給付　(要介護１～５)

  予防給付　　　　 訪問看護・福祉用具等　

　　　　　　

　　　　

　(要支援１．２)　　　 訪問介護・通所介護　　

  予防給付　(要支援１．２)

  【総合事業（地域支援事業）】　

　(要支援１．２、事業対象者)
 １．介護予防・生活支援サービス事業

　　（１）訪問型サービス

　　（２）通所型サービス

　　（３）介護予防ケアマネジメント

　２．一般介護予防事業

　　（１）介護予防把握事業

　　（２）介護予防普及啓発事業

　　（３）地域介護予防活動支援事業

　　（４）地域リハビリテーション活動支援事業

　　（５）一般介護予防事業評価事業

　現行同様

　現行同様

   移行

　現行制度

  【介護予防事業（地域支援事業）】

　１．二次予防事業

　　　（１）二次予防事業対象者把握事業

　　

　 ２．一次予防事業

　　　（１）介護予防普及啓発事業

　　　（２）地域介護予防活動支援事業

　　新制度
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　２．新宮市における総合事業の構成（２）

…　平成２９年度より新宮市で実施するサービス
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　４．新宮市における訪問型サービス（１）

  １．訪問型サービス概要 

　　●訪問型サービスは、現行の訪問介護に相当する「予防訪問介護」と、現行の介護予防訪問介護の

　　　　基準を緩和した、「予防基準緩和型訪問介護」について設定。

開始時期 平成２９年４月 平成２９年４月

サービス
種類

予防訪問介護

　（介護予防訪問介護相当の基準）

予防基準緩和型訪問介護

　（基準を緩和したサービス）

実施方法 指定 委託、指定

想定している
実施事業者等

予防訪問介護事業所
シルバー人材センター　　【委託】
（予防）訪問介護事業所　【指定】

サービス
提供者

訪問介護員 一定の研修を修了した無資格者も含む

サービス内容
対象者　等

【サービス内容】
●訪問介護員（有資格者）が、身体介護及び生活援助
　 を実施。

【想定される対象者】
●身体介護や通院介助等のサービス提供が必要な
　 ケース

【サービス内容】
●所属事業者での一定の研修を修了した者が、

　 生活援助のみ (訪問介護の生活援助の範囲内) 
　 を提供する。

【想定される対象者】
●心身安定しており、無資格者の生活援助でも対応
　　可能なケース。

◎一定の研修について
　別紙「新宮市予防基準緩和型訪問介護サービス
　標準テキスト」を用いた事業所内研修を必須とし、
　これ以外にも、認知症サポーター養成講座等の
　従事者の資質向上に必要な研修を行うこと。
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　４．新宮市における訪問型サービス（２）

予防訪問介護

　（介護予防訪問介護相当の基準）

予防基準緩和型訪問介護

　（基準を緩和したサービス）

人員基準

①管理者　常勤専従１人。ただし業務に支障のない場合
　

②従事者　常勤換算2.5人以上。

　※従事者資格…介護福祉士、介護職員初任者研修　
　　　　　　　　　　　 修了者

③サービス提供責任者　常勤の下記資格者のうち、利用
　　　　　　　　　　　　　　　　者40人に1人以上

　※資格…介護福祉士、実務者研修修了者、3年以上　　
　　　　　     の経験を有する初任者研修修了者

①管理者　常勤専従１人。ただし業務に支障のない場合
　　　　　　　兼務可

②従事者　常勤換算２人以上の必要数　　　　　　
　※従事者資格…訪問介護に関する事業遂行に必要な
                         研修を修了した者

③サービス提供責任者　常勤換算1人以上の下記資格
　　　　　　　　　　　　　　　　者で、利用者40人に1人以上。
　　　　　　　　　　　　　　　　ただしサービス提供時間を通じ
　　　　　　　　　　　　　　　　て1人以上配置すること。          
　※資格…介護福祉士、初任者研修修了者

●予防訪問緩和型の業務に支障ない限り、従来の業務
　　との兼務を可とする。　

設備基準
サービス提供に必要な設備・備品の設置
事業の運営に必要な広さ （常勤職員の事務や相談業務が十分に行える広さ） を有する専用の区画。

運営基準

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関
する基準第８条～39条に準じる

従事者の清潔保持・健康状態の管理、従事者又は従事者
であった者の秘密保持
事故発生時の対応、運営規定等の説明・同意、提供拒否
の禁止　     等

※記録の保存については、『当該サービスを提供した日
    から５年間』とする。

①介護保険法施行規則第１４条の６２の３　第２項　及び
②指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に
　 関する基準第８条～第３９条に準じる
   ※①については、次の４項目を定めている。
　　　Ａ．事故発生時の対応
　　　Ｂ．従事者又は従事者であった者の秘密保持
　　　Ｃ．従業員の清潔保持と健康状態の管理
　　　Ｄ．廃止・休止の届出と便宜の提供
　　　　　※廃止・休止時の利用者情報やサービス引継等
　 ※②において、指定訪問介護（事業所）を予防基準
　　　緩和型訪問介護（事業所）と読み替えること。
　 ※記録の保存については、『当該サービスを
      提供した日から５年間』とする。
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　４．新宮市における訪問型サービス（３）

予防訪問介護

　（介護予防訪問介護相当の基準）

予防基準緩和型訪問介護

　（基準を緩和したサービス）

単位（1単位10円）
訪問Ⅰ　1,168単位　要支援１．２、事業対象者　1/w
訪問Ⅱ　2,335単位  要支援１．２のみ　 　　　　　2/w
訪問Ⅲ　3,704単位　要支援２のみ　　　　　　　 　2/w以上

要支援１．２、事業対象者利用可
1回（60分以内）あたりの基本報酬　150単位
ただし1ヶ月あたりの利用回数は、4回以内とする。

ケアマネジメント
ケアマネジメントＡ　　430単位／件

初回加算　　　　　　   300単位　

ケアマネジメントＢ　　　400単位／件
　※ただし担当者会議やモニタリングを実施していない
　　 月は、下記相当単位を差し引いて請求すること。
　　 ただしモニタリングは6ヶ月に1回以上実施すること。　
　※担当者会議相当分  50単位／件
　※モニタリング相当分  50単位／件

初回加算　　　　　　　　 300単位

負担割合 原則1割。所得により2割 原則1割。所得により2割

算定及び適用の
考え方 現行報酬に準拠

無資格者による提供及びサービス内容、基準緩和等を
勘案し、回数制としたうえで、予防訪問介護の報酬を超
えない範囲にて報酬を設定。

加算

①初回加算　　　　　　　　　　200単位
②生活機能向上連携加算　100単位
③介護職員処遇改善加算　
　　　　　Ⅰ　（単価＋①＋②）×0.086
　　　　　Ⅱ　（単価＋①＋②）×0.048
　　　　　Ⅲ　　　　　　　　　　　　Ⅰ×0.9
　　　　　Ⅳ　　　　　　　　　　　　Ⅱ×0.8

なし

備考 予防訪問介護と予防基準緩和型訪問介護における、同月内併用不可（月単位での変更は可能）。
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　５．通所型サービスにおける国ガイドライン類型

  １．通所型サービス概要 （国のガイドラインより）

　　●通所型サービスは、現行の通所介護に相当する分と、それ以外の多様なサービスで構成されます。

　　　●多様なサービスについては、下図のとおりA型～C型に分類されます。
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　６．新宮市における通所型サービス（１）

  １．通所型サービス概要 

　　●通所型サービスは、現行の通所介護に相当する「予防通所介護」を設定。

開始時期 平成２９年４月

サービス種類
予防通所介護

　（介護予防訪問介護相当の基準）

実施方法 指定

想定している
実施事業者等

予防通所介護事業所

サービス提供者
管理者、生活相談員、看護師、その他従事者　等
　※現行基準に準拠

サービス内容

【サービス内容】
●介護予防通所介護と同様のサービスとして、生活
　 機能向上のための運動、レク、入浴、食事等。
　 ※定員の考え方など含め介護予防通所介護と同じ
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　６．新宮市における通所型サービス（2）

サービス種類
予防通所介護
（介護予防訪問介護相当の基準）

ケアマネジメ
ント

ケアマネジメントＡ　(430単位／件、初回加算300単位)

人員基準

①管理者　常勤専従１人。ただし支障のない限り兼務可
②生活相談員　専従1人以上（時間換算）

③（准）看護師　専従1人以上（時間換算）
④従事者
　15人未満…専従1人以上の必要数 （時間換算）

　15人以上…15人以上5人につき専従1人必要 （時間換算）

⑤機能訓練士　1人以上（兼務可）

設備基準
サービス提供に必要な設備・備品の設置
事業運営に必要な広さを有する専用の区画があること

運営基準

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準第96条～
第104条の3に準じる

従事者の清潔保持・健康状態の管理、従事者又は従事者であった者の秘密
保持、事故発生時の対応、運営規定等の説明・同意、提供拒否の禁止  等
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　６．新宮市における通所型サービス（3）

予防通所介護

（介護予防通所介護相当の基準）

単位（1単位10円）
要支援１、事業対象者　　　1,647単位　1/w
要支援２のみ　　　　　　　　 3,377単位　2/w

負担割合 原則1割。所得により2割
算定及び適用の
考え方

現行報酬に準拠

加算（現行と同様）

①中山間地域等提供加算　      　         単位の5％
②若年性認知症受入加算　      　         240単位
③生活向上グループ活動加算　　         100単位
④運動器機能向上加算　　　     　         225単位
⑤栄養改善加算　　　　　　　      　         150単位
⑥口腔機能向上加算　　　　　    　         150単位
⑦選択的サービス複数実施加算
　 ●運動＋栄養等の2種目  　         　　480単位
　 ●運動＋栄養＋口腔全て 　  　         780単位
⑧事業所評価加算　　　　　　     　         120単位
⑨サービス提供体制強化加算　　　　      以下省略
⑩介護職員処遇改善加算
⑪利用定員超え、看護・介護
　 職員数が基準に満たない場合の減算
⑫同一建物減算
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     ●総合事業を行う際に、要支援者及び事業対象者については、介護予防ケアマネ
　　 ジメントが必要となる。
　　●介護予防ケアマネジメントの実施については、委託も可能。
　　　 →総合事業開始時に委託している利用者については、引き続き担当をお願いします。
　　●介護予防ケアマネジメントのパターンは、以下のとおり。

　７．介護予防ケアマネジメントについて（１）

【各ケアマネジメントの対象となるサービスについて】
●ケアマネジメントＡ　…　指定事業者によるサービスを利用する場合
     　　　　　　　　　　　　　　訪問Ｃ型や通所Ｃ型サービスを利用する場合
●ケアマネジメントＢ　…　指定事業所以外の多様なサービスを利用する場合
●ケアマネジメントＣ　…　その他の生活支援サービスを利用する場合
　　　　　　　　　　　　　　　　 補助・助成によるサービス（訪問・通所Ｂ型等）を利用する場合　
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    【総合事業における初回加算算定要件】
　１．新規にケアプランを作成する場合
　　　※過去2ヶ月以上サービス提供やケアプラン請求の無い場合は、算定可。
　２．要介護認定→要支援認定又は事業対象者認定に変更される場合
　　　※ただし、予防給付→事業対象者　や　事業対象者→予防給付　への変更において
　　　は、初回加算の算定を行うことはできない。

　７．介護予防ケアマネジメントについて（２）

利用
サービス

ケアプラン

サービス提供から…

サービス提供
開始月

２月目
（翌月）

３月目
（２ヶ月後）

４月目
（３ヶ月後）

指定事業者

のサービス

要作成

サービス
担当者会議 ○ × × ○

モニタリング － ○ ○ ○

報酬
基本報酬
＋

初回加算
基本報酬 基本報酬 基本報酬

訪問・通所

Ｃ型サービス

サービス
担当者会議 ○ × × ○

モニタリング － ○ ○ ○

報酬
基本報酬
＋

初回加算
基本報酬 基本報酬 基本報酬

    【ケアマネジメントＡの場合】
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　７．介護予防ケアマネジメントについて（３）
    【ケアマネジメントＢの場合】

利用サービス ケアプラン

サービス提供から

サービス提供
開始月

２月目
（翌月）

３月目
（２ヶ月後）

４月目
（３ヶ月後）

委託・補助
型サービス 要作成

サービス
担当者会議
※ケアプランの
　変更ある時は、 
  開催。

▲
（必要時
実施）

× × ×

モニタリング － ×
▲

（必要時
実施）

×

報酬

①担会実施
→　報酬－Ｂ
＋初回加算
②担会未実施
→　報酬－Ａ－Ｂ
＋初回加算

①モニタリング
　 未実施

→　報酬－Ａ－Ｂ

①モニタリング
　 実施

→　報酬－Ａ

①モニタリング
　 未実施

→　報酬－Ａ－Ｂ

Ａ  …　サービス担当者会議実施分相当単位　 
Ｂ  …　モニタリング実施分相当単位
          ※新宮市では、少なくとも6ヶ月に1回以上モニタリングを行うこととする。　
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チェックリスト非該当判定で、

本人等が要介護認定希望時

　８．窓口相談からサービス利用までの流れ（１）

 利 用 者 （家族）

相談（健康長寿課、
　　　　行政局、各支所）

 本人等の希望聞き取り 及び サービス説明

要介護認定

　【一例】
□チェックリスト申請の
　 希望がない場合
□２号被保険者の場合
□予防給付利用の
　 意向がある場合
□明らかに要支援・介護
　 状態と見込める場合
□更新・区分変更申請
□他市町村で認定され
　 た事業対象者が、
　 新宮市に転入した場合

　【一例】
□総合事業のみ利用する
　 場合で、チェックリストに
   よる新規申請を希望す
　 る場合　
□総合事業サービスを
   早期に利用したい場合

要支援認定 事業対象者認定

介護給付
利用可

 ●予防給付
 ●総合事業
 ●一般介護予防事業
 　利用可

 
 ●総合事業
 ●一般介護予防事業
 　利用可

 
 ●一般介護予防事業
 ●高齢者福祉サービス　等
　  案内

 ●要介護認定申請又はチェック
　　リスト申請にて非該当の場合
●聞き取りにより、一般介護予防
　　事業や高齢者福祉サービス
　　利用が望ましいと判断された
　　場合

チェックリスト申請要介護認定申請

 ●チェックリストと要介護認定を両方申請する場合、まずチェックリスト判定を
　　行い非該当と判定された場合に限り、要介護認定申請を行うことができる。
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●新届出書の用途　  …　地域包括支援センターが介護予防支援又は介護予防
                                   ケアマネジメントを行うことを市に届け出るとき
●新届出書の申請者 …　サービス利用者本人、家族又は地域包括支援センター
　※本人代理として家族や包括が提出する時は委任状不要。本人自署にて提出可

 □ 介護予防サービス
　　計画作成・介護予防
　　ケアマネジメント依頼
　　（変更）届出書
 □ （情報提供依頼書）

□ 居宅サービス計画
　　作成依頼届出書
□ （情報提供依頼書）

□ 居宅サービス計画
　　作成依頼（変更）
　　届出書
□ （情報提供依頼書）

□ 基本チェックリスト用紙
□ 介護保険証

□ 要介護認定申請書
□ 介護保険証

　８．窓口相談からサービス利用までの流れ（２）

窓

口

　申請に要する書類について　【保険者への提出書類】

【要介護認定申請】

【チェックリスト申請】

認

定

結

果

要介護

要支援
又は

事業対象者

サ

｜

ビ

ス

開

始
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　８．窓口相談からサービス利用までの流れ（３）

ケアマネジメント届出書について

区分
居宅サービス
計画作成依頼
届出書

介護予防サービス計画作成・
介護予防ケアマネジメント依頼

届出書
理由

介護給付→
予防給付に移行 ×　不要 ○　必要

居宅介護支援事業所
から包括にケアマネ
ジメントの実施を変更
するため

介護給付→
総合事業に移行 ×　不要 ○　必要 同上

予防給付→
総合事業に移行

×　不要 ×　不要

予防給付の時に届出
書を提出しているた
め、その後介護予防
ケアマネジメントに移
行されても、包括から
変更しないため

要支援のサービ
ス未利用者で、
チェックリストに
より事業対象者
に移行

×　不要 ○　必要

介護予防ケアマネジ
メント依頼届出によ
り、サービス事業対
象者として登録する
ため

ケアマネジメント届出書について
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　８．窓口相談からサービス利用までの流れ（４）

　●新宮市におけるチェックリストでの事業対象者の判定においては、
　　 以下の条件を満たす者を、『事業対象者』とする。
　　　　　　
　　＜条件：以下３点すべてを満たす者＞
　　①次ページ判定欄の診断①の基準に該当

　　　　※チェックリスト６～１０番【運動】のうち、３個以上該当　  
　　②次ページ判定欄の診断④の基準に該当

　　　　※チェックリスト１～２０番【日常生活】までのうち、１０個以上該当

　　③次ページ判定欄の診断②、③、⑤、⑥、⑦のいずれかの基準に該当

　　　　※栄養・口腔・認知・閉じこもり・心の健康　の基準のうち、どれかが該当

　●事業対象者と決定した際の介護保険証の取り扱いについて
     ・事業対象者と決定した場合、
　　　　　 ①認定結果（事業対象者）、
　　　 ②チェックリスト実施日、
　　   ③担当地域包括支援センター名
　　　 を介護保険証に記載する。

事業対象者の決定要件



  24

　様式や表現の変更は不可

　診断⑦　問１６・１７のうち、問１６の網掛けに

　　　　　　　チェックがついた方

　　　　　　　　　　　　　↓

　診断①と④の基準に該当した上で、②③

　⑤⑥⑦の基準のうちいずれかに該当した

　方が、事業対象者に認定される。
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　●チェックリストの取り扱いについて
　　　１．チェックリスト対象
　　　　　・事業対象者を決定するためのチェックリストについては、原則新規申請時に実施
　　　　　　するものとし、更新申請及び区分変更申請においては、要介護認定申請を行う。
　　　　　・チェックリスト申請については、本人の記入又はチェックリスト実施者による聞き取り
　　　　　　にて行い、本人が窓口に来れない場合は、家族によるチェックリスト申請又は
　　　　　　チェックリスト実施者が自宅訪問し、申請を行う。

　　　２．チェックリスト実施者
　　　　 ・事業対象者を判定する目的で、チェックリストを実施できる者は、以下のとおり。
　　　　　①健康長寿課職員（直営の地域包括支援センター職員含む）
　　　　　②委託地域包括支援センター職員
　　　
　　　３．チェックリスト判定
　　　　 ・チェックリストの判定は保険者にて行い、事業対象者と認定されれば届出書に基づき
　　　　　市が事業対象者として登録し、被保険者証を交付する。
　　　　　即時の交付ができない場合は、資格者証を交付し、後日事業対象者として登録を
　　　　　行い、登録後の被保険者証を郵送する予定である。
　　　　 ・チェックリスト判定は、行政処分に当たらないため、チェックリスト結果に基づく不服
　　　　　申し立ては行われない。

　８．窓口相談からサービス利用までの流れ（５）
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　９．事業対象者について（１）

    ●事業対象者とは、６５歳以上で心身の状況その他のおかれている環境等から、要支援
　　　（要介護）状態になることを予防する取組が必要な者を言い、前述のとおりチェックリスト
　　　にて決定する。
　　　ただし事業対象者が総合事業を利用する場合、介護予防ケアマネジメントに基づき実施
　　　することとされている。

　　●事業対象者の有効期間
　　　 新宮市独自に事業対象者の有効期間を２年間と設定する。
　　　 更新する時は、有効期間終了の２月前より要介護認定申請を行うことができる。

　　●事業対象者有効期間中の要介護認定申請について
　　　 事業対象者の有効期間中でも、利用者の身体機能低下等により要介護認定申請を
　　　 行うことが望ましいとアセスメントされた場合、要介護認定申請を行うことができる。

事業対象者における有効期間の取り扱いについて

一般高齢者　→　【チェックリスト(新規)】
　　　　　 　　　→　事業対象者

チェックリスト実施日から２年間

事業対象者　→　【要介護認定(更新時)】
　　　　　　　　 →　要支援・介護認定者

事業対象者有効期間終了日
　 →要支援・要介護認定日の前日
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　９．事業対象者について（２）

     ●事業対象者が転出した場合の認定取扱い
　　　 事業対象者が他市町村に転出する場合、市町村ごとに判定基準等が異なる
        ため、事業対象者の認定は引き継がれない。
　　　 また受給資格証明書の発行は不要。
　　　
　　●事業対象者における支給限度額の取り扱い
　　　 新宮市では、事業対象者の支給限度額を、要支援1と同等に取り扱うものと
　　　 する。

利用者区分 サービス利用例 ケアマネジメント区分 区分支給限度額

事業対象者
①訪問介護のみ
②通所介護のみ
③①と②の両方

介護予防
ケアマネジメント費

５,００３単位

要支援１．２

①予防給付のみ
②予防給付と訪問介護
③予防給付と通所介護

介護予防支援費 要支援１　　５,００３単位

要支援２　１０,４７３単位
①訪問介護　又は
　 通所介護のみ

介護予防
ケアマネジメント費
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　１０．事業所の指定について（１）

　１．総合事業のみなし指定について
　　●総合事業への移行にあたり、平成27年3月31日において介護予防訪問介護、介護予防

　　　 通所介護の指定事業者は、平成27年4月1日より自動的に総合事業のみなし指定事業
　　　 者となり、平成２７年４月１日以降に、予防訪問介護・通所介護等の指定を受けた指定
　　　 介護予防サービス事業者については、総合事業に係るみなし指定の対象とならない。　
　　　 また、みなし指定の有効期間は、平成27年4月から平成30年3月末までの3年間となる。
     　
　　●総合事業に係るみなし指定の有効期間が満了し、みなし指定の更新を行う場合は、
　　　 各市町村の区域内においてその効力が及ぶため、事業所が所在している市町村
　　　　（A市町村）以外の市町村（B市町村）の被保険者が利用している事業所については、

　　　　A市町村の指定更新と共に、B市町村の指定更新が必要となる。



 

　１０．事業所の指定について（２）

　２．総合事業のみなし事業所と従来の介護予防サービス事業所との関係について
　　●総合事業のみなし事業所は、従来の介護予防サービス事業所の指定の効力とは
　　　 無関係に存在することとなる。
        よって、みなし指定の有効期間中に、従来の介護予防サービス事業所の指定有効期間
　　　 が経過して指定が失効した場合であっても、総合事業のみなし指定は有効である。 　　　
　　　 よって、平成２７年４月１日以降に介護予防サービスの所在地、設備、管理者、営業時間
　　　 などの運営規程といった届出事項の変更が生じた場合には、介護予防サービス事業所
　　　 の指定事務を所管する和歌山県又は新宮市に対して、介護予防サービス事業所の変更
　　　 届出を行うとともに、事業所所在地をはじめとして、事業を実施する全ての市町村に対し
　　　 ても、総合事業のサービス事業所の変更届出を行わなければならない。
　　　　 （廃止、休止、再開等の届出についても同様。）

　例　【 H22.7.1に指定を受けた場合 】 　…更新 　…更新不要
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　１１．請求事務関係（１）

　
　１．総合事業のみを利用　⇒　包括の請求方法は、介護予防ケアマネジメント費で行う。
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　１１．請求事務関係（２）

　　２．総合事業と予防給付の両方を利用　⇒　包括の請求方法は、介護予防支援費で行う。
　　　※サービスコードについては、今後新宮市ＨＰ等で掲載する予定　
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　１１．請求事務関係（３）

　３．事例からみた請求方法　　
　　【事例１】7/15に事業対象者と認定。総合事業のみ利用。
　　　　　　　 8/1に支援と見込んで介護認定申請を行い、暫定プランにて総合事業と
　　　　　　　 予防給付のサービスの利用を開始し、9/1に要支援と認定された場合。

日付

認定状態 事業対象者
支援と見込んで暫定
　　⇒さかのぼって8/1～要支援 要支援認定

利用サービス
 青…総合事業
 赤…予防給付

請求　サービス費
 青…総合事業費
 赤…予防給付費

請求　ケアプラン代
 青…介護予防ケアマネジメント費

 赤…介護予防支援費

　7/15 　8/1 　9/1
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　１１．請求事務関係（４）

　  【事例2】7/15に事業対象者と認定。総合事業のみ利用。
　　　　　　　 8/1に支援と見込んで介護認定申請を行い、暫定プランにて総合事業と
　　　　　　　 予防給付のサービスの利用を開始し、9/1に非該当と認定された場合。

日付

認定状態 事業対象者 支援と見込んで暫定 非該当認定

利用サービス
 青…総合事業
 赤…予防給付

請求　サービス費
 青…総合事業費
 灰色…8月分は総合、給付とも
　　　　　全額自己負担

請求　ケアプラン代
 青…介護予防ケアマネジメント費

サービス費が全額自己負担と
なるため、介護予防支援費は

請求不可。

　7/15 　8/1 　9/1
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　１１．請求事務関係（５）

　　【事例3】7/15に事業対象者と認定。総合事業のみ利用。
　　　　　　　 8/1に支援と見込んで介護認定申請を行い、暫定プランにて総合事業と
　　　　　　　 予防給付のサービスの利用を開始し、9/1に要介護と認定された場合。
　　　　　　　 ※介護給付では総合事業が利用できないため、事業対象者又は要支援で暫定で総合事業利用
　　　　　　　　　　　 し、結果要介護認定の時は、総合事業サービス費が全額自己負担となることに注意！！

日付

認定状態 事業対象者
支援と見込んで暫定
　　⇒さかのぼって8/1～要介護 要介護認定

利用サービス
 青…総合事業
 赤…予防給付
 桃…介護給付

請求　サービス費
 青…総合事業費
 灰…総合分全額自己負担
 桃…介護給付費　

予防給付⇒遡って介護の届け出を
　　出すことで介護給付での請求可

請求　ケアプラン代
 青…介護予防ケアマネジメント費

 桃…居宅介護支援費

　7/15 　8/1 　9/1
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　１１．請求事務関係（６）

　４．その他
　　　・実績報告については、予防給付分と総合事業分とがはっきりと区別できるようにして
　　　 提出。⇒貴事業所のシステムが対応しているか要確認。
　　　・ケアプラン委託分の請求書についても、介護予防支援費と介護予防ケアマネジメント費
　　　　の請求書を分けて作成し、包括に提出。
        また、利用者ごとの内訳(支援費orケアマネジメント費)がわかるように記載する。
　　　・指定形態により、請求先が異なる。詳細は以下のとおり。

予防給付・総合事業のうち
指定事業所が提供するサービス
※①現行相当
　 ②訪問Ａのうち指定事業所が行う場合

訪問Ａ型のうち
シルバー人材センターが行うサービス
（委託）

事業費 事業所が、国保連に請求 シルバーが市に請求

介護予防支援費
実績をもとに包括が国保連に請求
　※現行と同じ

同左

介護予防ケアマネジメント費 実績をもとに包括が国保連に請求（予定） 同左
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 １２．契約書及び重要事項説明書の修正

　１．契約書及び重要事項説明書の変更点について
　　●サービスの名称
　　　　①介護予防訪問介護　→　第１号訪問事業
　　　　　 　 　　うち　現行相当　⇒　予防訪問介護　
　　　　　  　　　うち　訪問Ａ型　 ⇒　予防基準緩和型訪問介護　
　　　　②介護予防通所介護　→　第１号通所事業　
　　　　　    　　うち　現行相当　⇒　予防通所介護　
　　　　③介護予防支援　　　　→　第１号介護予防支援事業（介護予防ケアマネジメント）

　　●利用料
　　　　報酬改定による料金表の変更。

　　●記録の保存期間
　　　　「完結の日から２年間」→『当該サービスを提供した日から５年間』に変更する。
　　　　　　※市の返還請求権は、地方自治法の規定により時効が５年間と定められており、
　　　　　　　 国の基準である２年の保存期間では、返還請求時に検証すべき記録が存在
                しない恐れがあるため

　　　　　　※契約書及び重要事項説明書の記載例については、別紙のとおり。
　　　　　　　 今後新宮市ＨＰにも掲載予定。


